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An analysis of retail structure in Osaka Prefecture:












































ている。従業者規模別にみると、 2人以下規模が小売業全体の約 4割を占め42.4％、次いで 3
















　なお、『平成26年版商業統計』は平成26年 7 月 1 日現在で実施されている。商業統計調査は



















































































































































































































表 8の当該市町村行政人口 1人当たりの年間商品販売額÷大阪府行政人口 1人当たり年間商品
販売額でも算出できる。また、ここでの吸引度指数は大阪府＝1.000を基準値として算出して
いる。
　表 8の都市別の吸引度指数をみると、吸引度指数が 1を超えているのは田尻町（2.591）、大
阪市（1.562）、島本町（1.417）、泉佐野市（1.384）、箕面市（1.156）の 5 都市のみである。も
ちろん、これら 5都市は小売業集積の市域外からの顧客吸引力が相対的に大きい吸引都市とい
える。
　他方、吸引度指数が 1を大きく下回っている千早赤坂村（0.084）、豊能町（0.207）、太子町
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（0.294）、熊取町（0.303）、能勢町（0.335）、岬町（0.340）、四条畷市（0.390）、河南町（0.391）
などはかなり低い数値を示しており、これらの都市は小売業集積としての商圏規模が小さく、
当該市域外へ購買力ないし顧客が流出している典型的な流出都市といえるが、これら以外の大
阪府都市小売業の多くも吸引度指数 1を下回っており、商圏の存立基盤が相対的に少し脆弱と
いわざるを得ない。
 7 ．大阪府都市小売業の都市類型化
　本稿の最終的な分析として、これまで算出してきた指標のうちで吸引度指数、売場効率ない
し人的効率を用いた大阪府都市小売業の都市類型化に取り組みたい。
⑴　これまでの分析結果
　表 9は吸引度指数、売場効率、人的効率の 3つの指標をまとめたものであり、それぞれ大
阪府の吸引度指数1.000、売場効率116.24万円、人的効率2,253.65万円を基準値とする上下関係
をこれまでと同様、わかりやすく網掛け・太字で明示しているので、あらためてこれらの分析
結果を整理しておきたい。
　まず、吸引度指数は都市の小売業集積がどの程度当該市域外から購買力ないし顧客を吸引
しているかを示す指標である。表 9のとおり、吸引度指数1を超えているのは田尻町（2.591）、
大阪市（1.562）、島本町（1.417）、泉佐野市（1.384）、箕面市（1.156）のわずか 5都市のみで
あり、これらは前述したとおり吸引都市であるのに対し、その他の都市はいずれも吸引度指数
表 8 　大阪府下都市小売業の行政人口1人当たりの年間商品販売額・吸引度指数
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が 1を下回った流出都市である。
　つぎに、売場効率は売場面積に対する年間商品販売額の比率で、小売業の売場生産性（売場
の販売効率）をあらわす指標である。平成26年現在の大阪府の売場効率は116.24万円を基準値
にした場合、これを上回る都市小売業は島本町（227.61万円）、田尻町（155.39万円）、大阪市
（153.22万円）、忠岡町（147.18万円）、吹田市（131.10万円）、箕面市（129.05万円）、池田市（123.56
万円）、茨木市（118.75万円）、摂津市（116.28万円）の 9都市である。他方、大阪府の売場効
率（116.24万円）を大きく下回るのは千早赤坂村（51.15万円）、阪南市（54.96万円）、能勢町
（58.64万円）、泉大津市（70.81万円）、岬町（72.42万円）、貝塚市（74.04万円）、泉南市（76.03
万円）、岸和田市（78.78万円）、河内長野市（79.10万円）、河南町（79.31万円）、和泉市（79.64
万円）であり、大阪府全体でも上記11都市以外の都市小売業がいずれも基準値を下回っている。
　さらに、人的効率は従業者に対する年間商品販売額の比率で、小売業の労働生産性（従業者
の販売効率）をあらわす重要な指標である。平成26年現在の大阪府人的効率は2,253.65万円を
基準値とした場合、これを上回る都市小売業は島本町（5,463.32万円）、田尻町（2,965.35万円）、
大阪市（2,728.07万円）、大東市（2,520.02万円）、箕面市（2,497.89万円）、忠岡町（2,295.87万円）
の 6都市である。他方、大阪府の人的効率（2,253.65万円）を大きく下回るのは、千早赤坂村
（1,088.37万円）、豊能町（1,201.12万円）、岬町（1,225.45万円）、能勢町（1,317.33万円）、太子
町（1,377.62万円）、熊取町（1,410.17万円）、河南町（1,438.31万円）であり、大阪府全体でも
表 9 　大阪府下都市小売業の吸引度指数・売場効率・人的効率
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上記 7都市以外の都市小売業がいずれも基準値を下回っている。
⑵　吸引度指数と売場効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化
　表 9の吸引度指数と売場効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化の分析フレーム
①をあらわすと、以下のとおりである。
　平成26年現在値において、吸引度指数が大阪府=1.000を超えている都市は田尻町（2.591）、
大阪市（1.562）、島本町（1.417）、泉佐野市（1.384）、箕面市（1.156）の 5 都市であり、ここ
では「広域都市」と分類する。一方、その他の都市はいずれも吸引度指数1.000を下回ってい
るので、ここでは「狭域都市」に分類する。
　つぎに、平成26年現在の大阪府の売場効率116.24万円を基準値にして、これを上回る都市小
売業の島本町（227.61万円）、田尻町（155.39万円）、大阪市（153.22万円）、忠岡町（147.18万
円）、吹田市（131.10万円）、箕面市（129.05万円）、池田市（123.56万円）、茨木市（118.75万円）、
摂津市（116.28万円）の 9都市を、ここでは「効率型」と分類する。他方、大阪府の売場効率
（116.24万円）を大きく下回る千早赤坂村（51.15万円）、阪南市（54.96万円）、能勢町（58.64万円）、
泉大津市（70.81万円）、岬町（72.42万円）、貝塚市（74.04万円）、泉南市（76.03万円）、岸和田
市（78.78万円）、河内長野市（79.10万円）、河南町（79.31万円）、和泉市（79.64万円）をはじ
めとし、上記11都市以外の都市小売業はいずれも基準値を下回っており、「非効率型」と分類
する。
　以上により、吸引度指数と売場効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化の分析フ
レーム①でこれらの結果を総合的にあらわすと、吸引度指数が大阪府=1.000を超えている田尻
町、大阪市、島本町、泉佐野市、箕面市の 5都市は「広域都市」で、さらに売場効率の基準値
を上回る島本町、田尻町、大阪市、箕面市の 4都市は「効率型広域都市」に分類できる。残る
「広域都市」の泉佐野市の売場効率は88.74万円と大阪府の売場効率をかなり下回る「非効率型」
に分類されるので、泉佐野市は唯一の「非効率型広域都市」に分類できる。
　また、吸引度指数が基準値を下回る「狭域都市」に属する大阪府下の大半の都市のうち、忠
岡町、吹田市、池田市、茨木市、摂津市の 5都市は、売場効率の基準値を上回っているため「効
都市類型化の分析フレーム①
　備考：吸引度指数と売場効率指標は平成26年現在値による。
≪吸引度指数≫
大阪府＝1.000以上の都市
　　　　同　上　　　　 
大阪府＝1.000未満の都市
　　　　同　上　　　　 
≪売場効率指標≫
大阪府＝116.24万円／㎡以上
大阪府＝116.24万円／㎡未満
大阪府＝116.24万円／㎡以上
大阪府＝116.24万円／㎡未満 
≪都市類型Ⅰ～Ⅳ≫
Ⅰ.効率型広域都市　
Ⅱ.非効率型広域都市
Ⅲ.効率型狭域都市　
Ⅳ.非効率型狭域都市
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
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率型狭域都市」と分類できるが、吸引度指数と販売効率がともに基準値に満たない残る33都市
は「非効率型狭域都市」の分類となる。
　表10は、以上のような大阪府下都市小売業の類型化の試みを一覧表にまとめたものである。
⑶　吸引度指数と人的効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化
　同じように、表 9の吸引度指数と人的効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化の分
析フレーム②をあらわすと、以下のとおりである。
　平成26年現在値において、吸引度指数が大阪府=1.000を超えている田尻町（2.591）、大阪市
（1.562）、島本町（1.417）、泉佐野市（1.384）、箕面市（1.156）の 5都市は、ここでは「広域都
表10　大阪府下都市小売業の吸引度指数・売場効率の現在値
（平成26年現在）による都市類型化
都市類型化の分析フレーム②
　備考：吸引度指数と人的効率指標は平成26年現在値による。
≪吸引度指数≫
大阪府＝1.000以上の都市
　　　　同　上　　　　 
大阪府＝1.000未満の都市
　　　　同　上　　　　 
≪人的効率指標≫
大阪府＝2,253.65万円／人以上
大阪府＝2,253.65万円／人未満
大阪府＝2,253.65万円／人以上
大阪府＝2,253.65万円／人未満 
≪都市類型Ⅰ～Ⅳ≫
Ⅰ.効率型広域都市　
Ⅱ.非効率型広域都市
Ⅲ.効率型狭域都市　
Ⅳ.非効率型狭域都市
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
⇒
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市」と分類できる。一方、その他の都市はいずれも吸引度指数1.000を下回っているため、こ
こでは「狭域都市」と分類する。
　つぎに、平成26年現在の大阪府の人的効率2,253.65万円を基準値にした場合、これを上回る
都市小売業は島本町（5,463.32万円）、田尻町（2,965.35万円）、大阪市（2,728.07万円）、大東市
（2,520.02万円）、箕面市（2,497.89万円）、忠岡町（2,295.87万円）の 6都市であり、これらは「効
率型」に分類する。
　他方、人的効率の基準値を大きく下回るのは、千早赤坂村（1,088.37万円）、豊能町（1,201.12
万円）、岬町（1,225.45万円）、能勢町（1,317.33万円）、太子町（1,377.62万円）、熊取町（1,410.17
万円）、河南町（1,438.31万円）であり、大阪府全体でも上記 7都市以外の都市小売業がいずれ
も基準値を下回るため、「非効率型」に分類する都市は37に達する。
　以上により、吸引度指数と人的効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化の分析フレー
ム②でこれらの結果を総合的にあらわすと、吸引度指数が大阪府＝1.000を超えている田尻町、
大阪市、島本町、泉佐野市、箕面市の 5都市は「広域都市」で、さらに人的効率の基準値を上
回る島本町、田尻町、大阪市、箕面市の 4都市は「効率型広域都市」に分類できる。残る「広
域都市」の泉佐野市の人的効率は2,159.38万と基準値にわずかに及ばず「非効率型」に分類さ
れるので、ここでも泉佐野市は唯一の「非効率型広域都市」に分類できる。
　また、吸引度指数が基準値を下回る「狭域都市」に属する大阪府下の大半の都市のうち、大
東市、忠岡町の 2都市は、人的効率の基準値を上回っているため「効率型狭域都市」と分類で
きるが、吸引度指数と人的効率がともに基準値に満たない残りの36都市は「非効率型狭域都市」
の分類となる。
　表11は、以上のような大阪府下都市小売業の類型化の試みを一覧表にまとめたものである。
表11　大阪府下都市小売業の吸引度指数・人的効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化
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 8 ．分析結果のまとめ
　まず、大阪府下都市小売業の平成26年の現状を、都市小売業の基本指標とされる商店数、
従業者数、年間商品販売額、売場面積で検討した。
　平成26年現在で大阪府小売業（以下、省略）の商店数は45,560店であり、都市別でみると大
阪市が最も多く、堺市、東大阪市などが続く。従業者数は372,792人、都市別では大阪市が最
も多く、堺市、東大阪市、高槻市、枚方市などの順となっている。年間商品販売額は8,401,439
百万円であり、都市別でみると大阪市が最も多く大阪府計の 5割近くを占めており、堺市、東
大阪市などの順となっている。大阪府小売業の総売場面積は7,227,412㎡であり、都市別でみる
と大阪市が最も多く、堺市、東大阪市、高槻市、枚方市などの順となっている。
　つぎに、行政人口は8,878,694人であり、都市別でみると大阪市が大阪府下最大であり、続い
て堺市、東大阪市、枚方市、豊中市、吹田市、高槻市などが上位ランク都市である。商業人口
は8,878,694人で、都市別では大阪市がやはり最も多く、次いで堺市、東大阪市、枚方市、高槻
市などが上位となる。なお、これら上位ランク都市では大阪市のみ商業人口が行政人口を上回っ
ている。
　店舗密度は5.13店であり、都市別では田尻町、泉佐野市、大阪市などが相対的に高い。平均
店舗規模は158.64㎡であり、都市小売業の上位ランクには、河内長野市、寝屋川市、和泉市、
泉南市、高槻市、貝塚市、大東市、泉大津市などが並んでいる。しかし、大阪市はこの上位ラ
ンクにも入らないばかりか、この基準値を下回る136.31㎡であり、平均店舗規模が相対的に低
くなっている。施設密度は81.40㎡であり、都市小売業の上位ランクには、田尻町、泉佐野市、
泉南町、泉大津市、貝塚市が並び、大阪市はこれらに続く96.44㎡となっている。人的サービ
ス率は5.16人であり、都市別で最も高い数値を示しているのは豊能町、次いで交野市、太子町、
熊取町、池田市となっている。
　さらに、売場効率は116.24万円であり、都市小売業の上位ランクは、島本町、田尻町、大阪市、
忠岡町、吹田市、箕面市、池田市、茨木市、摂津市となっている。売場効率が相対的に低いのは、
千早赤坂村、阪南市、能勢町、泉大津市、岬町、貝塚市、泉南市、岸和田市、河内長野市、河
南町、和泉市など多くの都市小売業が含まれる。人的効率は2,253.65万円であり、これを上回
る都市小売業の上位ランクは、島本町、田尻町、大阪市、大東市、箕面市、忠岡町となってい
る。人的効率が相対的に低いのは、千早赤坂村、豊能町、岬町、能勢町、太子町、熊取町、河
南町などである。
　大阪府下都市別の吸引度指数をみると、吸引度指数が 1を超えているのは田尻町、大阪市、
島本町、泉佐野市、箕面市の 5都市のみである。他方、吸引度指数が 1を大きく下回っている
多くの町村部をはじめ、市部の多くも吸引度指数 1を下回っている。
　最後に、吸引度指数と売場効率の現在値（平成26年現在）による都市類型化では、島本町、
田尻町、大阪市、箕面市の 4都市は「効率型広域都市」、泉佐野市は「非効率型広域都市」、忠
岡町、吹田市、池田市、茨木市、摂津市は「効率型狭域都市」、残る33都市は「非効率型狭域都市」
となる。吸引度指数と人的効率による都市類型化では、島本町、田尻町、大阪市、箕面市の 4
都市は「効率型広域都市」、泉佐野市は「非効率型広域都市」、大東市、忠岡町は「効率型狭域
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都市」、残りの36都市は「非効率型狭域都市」となる。
――――――――――――――――――
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